様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　　2021年　1月　7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かしおけいさんきかぶしきがいしゃ
                         　一般事業主の氏名又は名称 カシオ計算機株式会社
（ふりがな）かしお　かずひろ
                              （法人の場合）代表者の氏名  樫尾　和宏  印
住所　〒151-8543　　東京都渋谷区本町1-6-2
法人番号　4011001030015　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書　2020


	公表日
	2020年　11月　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	●統合報告書　2020　 P3　～　P4
https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/

	記載内容抜粋
	カシオは、新しいユーザー体験を生み出すことで
文化を創り、社会に貢献していきます

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年11月17日　社長審議会（統合報告書）にて承認を
受け、「統合報告書2020」を発行。
https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書　2020


	公表日
	2020年　11月　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	●統合報告書　2020　全体　P11　～　P16
●統合報告書　2020　個別　P19　～　P36
https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/

	記載内容抜粋
	・戦略と改革の全体像（成長戦略と経営基盤の強化）
・成長戦略：時計事業、教育関数事業、新規事業、
収益改善事業
・経営基盤の強化：機能別の事業基盤、
サステナビリティ基盤

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年11月17日　社長審議会（統合報告書）にて承認
※（１）と同じ




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書　2020　P19～20、P31～33

	記載内容抜粋
	変革オフィス：今を支える仕事、働き方の変革
未来創造C:人を基軸に未来を創る、新しいカシオの創造
機能別の事業基盤



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書　2020　P21～33
時計事業、教育関数事業、新規事業、機能別の事業基盤（開発本部、生産本部、営業本部）

	記載内容抜粋
	時計事業：G-SHOCKのサービス化、教育関数事業：教育環境のIT化への取り組み、新規事業：ｽﾎﾟｰﾂﾃｯｸ、ﾒﾃﾞｨｶﾙ、ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ等、開発本部：ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、生産本部：ｴﾝｼﾞﾅﾘﾝｸﾞﾁｪｰﾝとｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ改革、営業本部：ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ改革



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書　2020

	公表日
	2020年　11月　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	●統合報告書　2020　P13
https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/

	記載内容抜粋
	中間ゴール（コロナ後3年程度先を想定した目指す姿）
売上高3,250億円、営業利益480億円、利益率15％



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年　11月　30日

	発信方法
	●統合報告書　2020　 
https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/

	発信内容
	コロナ下、及び、コロナ後３年先を想定した目標の共有
と戦略と改革







　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2018年　～　現在（今後も継続）


	実施内容
	・DX推進部署の取組みや課題に関する経営会議や個別の報告機会を通じて課題を把握している




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年　～　現在（今後も継続）　

	実施内容
	・社内ルールの周知徹底：全社員向け
　　各種注意喚起（都度）と教育実施（年１回）
・内部監査の実施：グループ各社
・外部機関による審査：関連組織
　　ISMS（ISO27001）：情報開発部
　　プライバシーマーク：個人情報保護事務局
・情報処理安全確保支援士２名在籍




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第１６（第４０条関係）（第四面）



（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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様式 第 １６（第４０条関係）（第一面 から第三 面まで）    

認定申請書     申請年月日    2021 年   1 月   7 日          経済産業大臣   殿   （ふりがな） かしおけいさんきかぶしきがいしゃ                               一般事業主の氏名又は名称   カシオ計算機株式会社   （ふりがな） かしお   かずひろ                                  （法人の場合）代表者の氏名    樫尾   和宏    印   住 所   〒 151 - 8543    東京都渋谷区本町 1 - 6 - 2   法人番号   4011001030015                                                 情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請し ます。  

記   情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況       ( 1 )  企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定  

公表媒体（文書等）の 名称  統合報告書   2020    

公表日  2020 年   11 月   30 日    

公表方法・公表場所・ 記載箇所・ページ  ● 統合報告書   202 0     P3   ～   P4   https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/  

記載内容抜粋  カシオは、新しいユーザー体験を生み出すことで   文化を創り、社会に貢献していきます  

意思決定機関の決定に 基づいていることの説 明  2020 年 11 月 17 日   社長審議会（統合報告書） にて承認を   受け、「統合報告書 2020 」を発行。   https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/  

  ( 2 )  企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定  

公表媒体（文書等）の 名称  統合報告書   2020    

公表日  2020 年   11 月   30 日    

公表方法・公表場所・ 記載箇所・ページ  ● 統合報告書   202 0   全体   P1 1   ～   P16   ● 統合報告書   202 0   個別   P19   ～   P36   https://www.casio.co.jp/release/2020/1130_report/  

記載内容抜粋  ・戦略と改革の全体像（成長戦略と経営基盤の強化）   ・成長戦略：時計事業、教育関数事業、新規事業、   収益改善事業   ・経営基盤の強化：機能別の事業基盤、   サステナビリティ基盤  

